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Change in the High School and College Labor Market and 

the Problem of Instability in Youth Employment

はじめに

　200�年９月、アメリカ発「リーマン・ショック」
は、200�年秋からの景気後退過程に入っていた日
本経済に追い打ちをかけることになった。「200�
年以降、有効求人倍率は大幅に低下し、完全失業
率も大幅に上昇した。完全失業率は2009年７月に
過去最悪の�.�％まで上昇し、有効求人倍率は８
月に過去最低の0.�2倍となった」（『平成22年版労
働経済白書』）。まさに、「百年に一度の『未曾有』の」
経済危機に見舞われ、我が国の雇用情勢は急速に
悪化した。�990年代半ば以降急増した非正規雇用、
なかでも派遣労働者の大量解雇が相次ぎ、200�年
から全国規模で大量の解雇・雇止めが実施されて
きている。
　また、世帯主失業の増加、失業の長期化にもか
かわらず、失業給付の受給者割合の低下は先進資
本主義国の中でも際立っている。急速に進行する
雇用・失業情勢の悪化は、不安定就業者の増大に
一層拍車をかけ、労働者生活に深刻な影響をもた
らしている。
　本稿は、こうした厳しい雇用状況下で、学校か
ら職業社会へ歩みだそうとする新規学卒を取り巻
く日本の労働市場、とりわけ若年労働市場の変容

について考察することにある。
　近年、「生きる力」、「職業観・勤労観の育成」
を謳う「キャリア教育」が推進されてきている。
それはあたかも、教育現場そして若年労働市場に
おける諸問題への「処方箋」のごとき意義と任務
を付与されているかのごとき感がある。「生きる
力」等、これら曖昧模糊としたスローガンに象徴
される「キャリア教育」の現実は、その意図はと
もかく、本稿が分析対象とする学校から職業社会
への移行に関する諸問題について、焦点をぼやけ
たものに拡散あるいは「そらす」危険を内包する
ものではないか、という危惧の念が払拭しえない。
　20��年１月��日、中央教育審議会答申（案）「今
後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り
方について」が出された。瞥見する限り、ここで
述べられている、若者の「社会的自立・職業的自
立」、「学校から社会・職業への円滑な移行」を可
能にするための「キャリア教育」が強調されてい
るものの、さきに述べた懸念は拭いきれない。
　生徒・学生を待ちうける今日の職業社会は、増
大するワーキングプア、大量のフリーターの存在
を前提としている。こうした問題意識のもと、本
稿は岩手県の若年労働市場とりわけ新規学卒労働
市場に焦点を当て、その特質の一端を統計資料の
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業種へとシフトし、職業構造も「生産工程・労務
作業者」の減少と「サービス職業従事者」の一貫
した増大として変化した。
　岩手県の最近の就業構造の特徴を、総務省「就
業構造基本調査」（200�年）により検討する。第
１に、「正規就業者」の減少（前回調査2002年比
で�.�％減）と「非正規就業者」の増大（同��.�%
増）があげられる。第２に、産業別割合では「農業」
が�0.�％（全国�.�%）、また、減少著しいとはい
え「建設業」も9.�％（全国�.�％）と比重が高い。
職業別にみると、「生産工程・労務作業者」が最
も多く29.�％（全国2�.9％）、次いで「事務従事者」
��.�％（全国20.2%）、「専門的・技術的職業従事者」
��.9％（全国��.�％）となっている。

検討を通じて解明しようとするものである。その
作業は、現下の変容著しい職業社会・企業社会で
生きていくうえで求められる、リアリティのある
職業指導・職業教育（「キャリア教育」）を考える
際の、何がしかのヒントが得られるのではないか
との思いからでもある。

Ⅰ．岩手県の労働市場の変容と特質

１．就業構造と完全失業率の推移

　戦後日本の就業構造は、「高度成長期」を経て、
第２次産業から第３次産業へと急速な労働力の流
動をともないつつ変容を遂げた。そのことは、産
業労働が、モノづくりの製造業からサービス関連
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表 1　戦後日本の労働力人口・完全失業率の推移
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20�0年でも0.��倍と底這い状態が続いている。

２．労働市場における「規制緩和」と非正規雇用

　　の増大

　�99�年、日経連（当時）は「新時代の『日本的
経営』」を打ち出し、労働力の３類型化（「長期蓄
積能力活用型」グループ、「高度専門能力活用型」
グループ、「雇用柔軟型」グループ）のうち、有
期雇用である「高度専門能力活用型」グループ、
「雇用柔軟型」グループ用の積極的活用を推進し
てきた。これに呼応して、「労働者派遣法」は相
次ぐ改訂を経て、9�年の対象業務の拡大、99年の
「ポジティブリスト」方式から「ネガティブリス
ト」方式へと対象業務の原則自由化、そして200�
年製造業派遣が解禁された。
　こうした労働市場の「規制緩和」・流動化のな
かで、非正規雇用の増大は急テンポで進み、「パー
ト・派遣・契約社員等」の割合は、�9��年時点で

　我が国は�990年代半ばまで、完全失業率が３％
未満で推移したが、これは先進国の中でも異例で
あった。しかし、「バブル崩壊」後の雇用・失業
状況は急速に悪化し、雇用指標は改善の兆しを見
せないまま、「リーマン・ショック」に直面する
こととなった。
　完全失業率は�99�年以降３％を超え、2009年７
月には�.�％と過去最高値を示した。有効求人倍
率は200�年�.0�倍（年平均）をピークとして下降
し、2009年�月0.�2倍と過去最低を記録し、2009
年平均でも0.��倍（過去最低）という深刻な事態
となっている。
　岩手県の完全失業率は、200�年から200�年ま
で５年連続で減少したが、200�年から増加に転
じ、2009年�.�％を記録し、以後５％台で推移し
ている。有効求人倍率は�99�年�.��倍をピークに
低下し、2002年に0.�0倍から200�年0.��倍へと改
善するかにみえたが、2009年0.��倍へと急降下し、
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表２　雇用形態別雇用者数の推移
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「正規の職員・従業員」（���,000人から���,�00人
へ�.�％減）の動向と表裏の関係をなす（同「就
業構造基本調査」）。
　同じく「就業構造基本調査」により、非正規雇
用の年齢階級別構成比の推移をみると、「��歳以
上」の比率が�9.�%（20�0年）と最も高いが、「��
～��歳」層も��％台で推移してきていることが示
されている。この若年層の相当部分が、労働市場
へ登場するスタート時点で「非正規就業者として
初職についている」と考えられる。岩手県では、
�9�2年から�9��年にかけて「非正規就業者として
初職についていた者」の割合は初職就業者全体の
��.�％（男�.�％、女2�.�％）だったが、2002年か
ら200�年にかけては��.�%（男��.�％、女�0.�％）
と急増しているのである。女性の一定部分は初職
就業がパートという形態は考えられるが、３割を
超える男性の初職・非正規という事実は新規学
卒・正社員採用というこれまでの職業への移行パ
ターンが大きく変化していることを示すものであ
ろう。
　次章では、学校から職業への移行の状況がどの
ように変化しているか、そこで生起している諸問
題を検討していく。

Ⅱ．新規学卒労働市場の変化と職業社会への移行

１．新卒者と「学卒無業者」問題

　若年人口の減少にともない、高等学校卒業者も
著しく減少してきている。そのなかで、大学進学
率は上昇し、20�0年��.�％となっている。他方、
就職者は、20�0年��万７千人（��.�％）と年々減
少している（文部科学省「学校基本調査」）。この
就職者に対する求人数・求人倍率の低迷は、「（超）
就職氷河期の再来」と称され、新たな職業生活を
踏み出そうとする学卒者に暗い影を投げかけてい
る。　
　若年労働市場は新卒無業の大量排出も加わり、
不安定就業者の巨大プールとしての機能をさらに
拡大しつつある。新卒時に正規雇用の機会を奪わ
れるということは、その後の脱出困難な「フリー

��.�％だったものが20�0年では��.�％と、３人に
ひとりは非正規雇用となったのである。なかでも
増加してきた「派遣社員・契約社員」が、「リー
マン・ショック」を機に、大量の「派遣切り」、「雇
止め」という形で解雇され、「年越し派遣村」に
みるような社会問題として取り上げられたことは
周知の事実である。
　これら、登録型「日雇い派遣」に象徴される派
遣労働者の悲惨な実態が明らかにされるなかで、
調査が実施された。厚労省「非正規労働者の雇止
め等の状況」（20�0年�2月）によれば、200�年�0
月から20��年�月までの雇止めの累計は�0万人余
り、実施事業所は�,920事業所に及ぶ。うち、「派
遣」は��万人、「契約（期間工等）」は７万４千人、
岩手県においても、���事業所が�,209人を雇止め、
うち「派遣」�,0�0人、「契約（期間工等）」�,2��
人という集計結果が報告されている。
　このことが即、解雇された非正規労働者の住
居の喪失に直結するのである。前述の厚労省報
告によれば、調査対象者およそ��万人のうち、
３千５百人余が住居喪失者との調査結果が判明し
ている。

３．雇用の不安定化とワーキングプアの増大

　前節で示した非正規雇用の増大と雇用の不安定
化は、低所得層の急増をもたらした。国税庁「民
間給与実態調査」では、2009年、年収200万円未
満が�,�00万人を数え、全労働者に占める割合は
2�.�%、４人にひとりが年収200万円未満の生活を
強いられていることが明らかにされている。
　岩手県では、200�年、雇用者総数に占める「パー
ト」、「アルバイト」の割合は、それぞれ��.�％、�.�%
である（前掲「就業構造基本調査」）。これら非正
規雇用者の年間所得も、200万円未満が圧倒的多
数であり、それぞれ9�.�%、9�.�％を占める。
　この低所得層・ワーキングプアと不可分の関係
にあるパート、派遣という不安定雇用労働者は
2002年から200�年にかけて顕著な増加を示してい
る。「パート」（��,�00人から��,�00人へ�.�％増）、
「派遣」（�,900人から9,900人へ�.�%増）、これは
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ター」生活に縛り付けられ、職業能力の形成も「再
チャレンジ」のチャンスも事実上断たれてしまう
ことは多くの先行研究が指摘しているところであ
る。
　とくに、「学校基本調査」で示される「左記以
外の者」、すなわち進学も就職もしない（できな
い）、いわゆる「無業者」が毎年大量に卒業して
いる現状は、これまでの新卒者における「就職メ
カニズム」が機能不全に陥りつつあることを示す。
20�0年、高卒者で６万人、大卒者で８万７千人と
いう数のこれら「左記以外の者」の存在は、政治
と経済、企業社会、教育現場に対し、喫緊の解決
すべき課題を突き付けているのである。
　また、新卒時に正規雇用についたとしても、か
ねてから指摘されてきた「７・５・３職離」現象
は若年期に特有の職業探索の結果だとしても、そ
の後の安定した雇用保障のシステムが確立されて
いない現在、「自己責任」「自助努力」を強調する
ことは問題の解決を回避もしくは棚上げすること
を意味する。若年層の「自助努力」も、求人の極

端な減少、有効求人倍率の長期低迷が規定する雇
用環境の悪化、そして雇用の非正規化を積極的に
推進する企業社会のもとで、その努力は必ずしも
報われるものとなっていない。

２．新卒者の進路の特徴と就職内定状況の推移

　地域による雇用機会の格差は、少子化のもとで
地元就職志向が強まる新規学卒者の就職機会をさ
らに狭める。岩手県の新規高卒者の求人状況をみ
ると、2009年の求人倍率�.�0倍は全国�.��倍に比
べ、大きな開きがある。それを取り巻く一般労働
市場は、さらに問題は深刻である。求人状況は悪
化の一途たどり、20�0年の有効求人倍率（年平均）
は0.��倍と全国0.�2倍に比し、より低水準で推移
してきていることがわる。
　この求人状況を背景として、岩手県の高卒者
の進路状況を検討する。卒業者総数��,22�人のう
ち、「就職者」は�,���人（2�.0％）であり、全国
の就職率��.�％に比べ高く、宮城県を除く東北地
域の特徴を示す。他方、「大学等進学者」は�,299

表 3 　高等学校卒業者の進路の推移（全日制・定時制課程）   （全国） 

表４　大学卒業者の状況別推移（学部）    （全国） 
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人（�0.�％）、全国の��.�％との差は大きい。また、
前述した「左記以外の者」は���人（�.�％）、全
国の�.�％に比し、低いとはいえ、その数、割合
とも減少することなく推移している。

　つぎに、就職動向の特徴を産業別にみると、第
３次産業が最も多く、県内、県外がほぼ同数であ
り、第２次産業は県内が多い。また、第１次産業
が県外も含め�0人（0.02％）となっている。
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　職業別では、「生産工程・労務作業者」が最多
で全体の��.�％を占め、次いで、「サービス職業
従事者」（20.9％）となっている。
最後に、高卒者と大卒者の就職内定状況と就職率
の推移を検討する。まず高卒者についてみていく。
　�9�0年�2月時点での内定率は��.�％、就職率（３
月末）は9�.9％であった。その後、内定率、就職

率ともに減少基調で推移し、2009年では、�2月時
点での内定率が��.�％、就職率は9�.�％であった。
この最終的な就職率が9�.�％ということは、就職
を希望していても�,000人のうち9�人は就職でき
なかったということに留意すべきであろう。
　就職内定状況（20�0年�2月��日時点）を学科別
にみると、最も高いのが「工業」（90.�％）、次い
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表14　大学、短期大学及び高等専門学校の就職内定状況 

資料出所：文部科学省・厚生労働省「平成22年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査（平成22年�2月�日現在）」
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で「福祉」（��.2％）、「情報」（�9.�％）と続き、「総
合学科」は��.9％、「普通」��.�％となっている。
就職決定率は３月末日を待たねばならないが、こ
れまでの推移を考慮すると、予断を許さない状態
であることは明らかであろう。
　この内定状況を都道府県別にみると、岩手県は
��.�％と全国の��.9％に比べ高く、全国で６番目
に位置する。これらは高校教員・職業安定所の精
力的な求人開拓と職業指導・進路指導の成果の反
映であることを指摘しておく。
　大学卒業者の状況別推移はすでにふれたが、連
日、就職状況の厳しさが喧伝されているように、
再び「就職氷河期」に直面している。就職率の急
激な低下と、学卒無業である「左記以外の者」の
増加傾向、これらは大学院進学等の「進学者」の

増加との直接的因果関係は少ないと考えてよいだ
ろう。
　就職内定率の推移をみると、大学・短大・高専
いずれも20�0年�2月時点は、これまでで最も低い
内定状況であることが分かる。とくに、女子の内
定状況の低下は顕著であり、就職希望率が最も高
いのが女子であることから、その深刻な影響が懸
念される。
　また、かつて、大卒に比し、高い就職率を示し
てきた「専修学校」の内定状況は、��.�％と、最
も厳しい状況に置かれているのも今日の特徴とい
えよう。
　新規学卒者の職業社会への移行の諸課題につい
ては、稿を改めたい。

資料出所：表��に同じ




